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１ 富山県電子自治体の整備に関する研究会（平成15年4月設置） 
    ・全市町村情報担当課長等（事務局：県情報政策課(兼務)、市町村支援課、市町村管理組合） 
  ・総務省地域情報政策室及び奈良県河合町の職員による講演、ベンダー（４社）によるプレゼンテー

ション、先進自治体視察（神奈川県町村会、京都府、奈良県河合町）を実施（H22.9～H24.3） 

 
２ 富山県自治体クラウド検討会（平成24年４月設置） 
  ・全市町村情報担当課長等（事務局：県情報政策課（専任１名）、市町村支援課） 
 ・市町村の情報システムの現況調査、第１回情報提供依頼（13社に依頼、６社から回答） 
 ・検討会報告書を作成するとともに富山県共同利用型自治体クラウド会議への参加意向を確認（H25.3） 
 

３ 富山県共同利用型自治体クラウド会議（平成25年５月設置） 
  ・全市町村の副市町村長（事務局：県情報政策課（専任１名）、市町村支援課） 
 ・共同化計画の策定、協定書作成 
 ・第２回情報提供依頼（５社に依頼、３社から回答） 
   

４ 富山県情報システム共同利用推進協議会（平成25年10月設置） 
 ・富山県共同利用型自治体クラウド会議のもとに、参加６市町村（射水市、滑川市、入善町、朝日町、

上市町、舟橋村）の情報担当課長からなる富山県情報システム共同利用推進協議会を設置（事務局：県
情報政策課（専任１名＋市町村からの派遣職員１名（H26.4～H27.3））、市町村支援課） 

 ・参加６市町村による協定書締結（H25.12.11）  
 ・公募型プロポーザル実施（H25.12.11）、第１次選考会（H26.1.28)・第２次選考会（H26.1.29～31）、

最優秀業者選定（H26.2.3） 
 ・６市町村とベンダー間での基本協定書締結(H26.2.28) 
 ・業務部会によるフィット＆ギャップ 延べ137回（H26.4.22～同.10.10） 
 ・運用管理体制等（ＳＬＭ、制度改正対応、システム改善要望、満足度調査、新規参加団体の承認）に関する協議 
 
 
 
 
 

１.経 緯 

事務職員 
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６団体の協定書９条に規定あり 



１ 

２.共同利用型自治体クラウド参加市町村（６市町村） 

人口規模：19万4千人（約3千人～約9万5千人） 

 射水市・滑川市・入善町・上市町・朝日町・舟橋村 
• 自治体クラウド（2市3町1村） 

33,668人 
94,684人 

26,319人 13,266人 

21,831人 

3,062人 
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１ 情報関連経費の削減 
  業務パッケージシステムを原則ノンカスタマイズで共同利用することにより
情報システム関連経費やマイナンバー対応経費を削減する。 

 
２ 業務の標準化・効率化 
  情報システムの共同化作業の中で、市町村独自ルールを見直し、業務の標
準化及び効率化を図る。 

 
３ 耐災害性の強化 
  堅牢なデータセンターの活用により、情報システムの耐災害性を強化する。 

 
４ 新たな住民サービスの提供 
  今後、新たな住民サービスの提供が可能となるようコンビニ収納、コンビニ交
付、総合窓口等に対応できるシステムを導入する。 

 
５ 情報担当職員の業務負担軽減 
  クラウドサービスの利用により、情報システム担当者の業務負担軽減を図る。 

３.事業実施の目的 
・業務部門職員に、カスタマイズを抑制することによりシステム経費を削減すると
いう方針を浸透させることが重要。（スクラッチ開発からＰＫＧ開発への意識改革） 

・カスタマイズを調達外経費とすることで、財政部門を巻き込んだカスタ
マイズの必要性についての検討が可能に。 

・ＰＫＧのカスタマイズを調達外経費とし、他の市町村と比
較することで独自ルールの見直しが可能に。 
・独自ルールへの対応は、「ＥＵＣ機能の活用」と「業務運
用」でのｶﾊﾞｰ」が基本。 

・情報漏洩、ブラックボックス化による強固な囲い込みへの懸念。   
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４.事業実施の概要（対象システム） 

 

 

○基幹系業務システム等（25業務：青色部分） 
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人口１０万人以下の自治体向けのＰＫＧを原則、ノンカスタマイズで導入 



 
 

 
 

提案３社に対する選考審査会 [H26.１.28～31実施] 

    1次選考審査会  
審査員(情報システム担当）6名  

 2次選考審査会  
審査員（業務担当職員）116名(延)  

■総合評価方式により審査 
  総合評価点（3000点）＝価格点（1000点）＋  技術点（2000点） 

 ・技術点（2000点）の内訳 
      ＝提案書評価・ﾌﾟﾚｾﾞﾝ（1000点）＋実技評価点（1000点） 

提案額で評価 

1次選考審査員が評価 2次選考審査員が評価 

[H26.1.29～31] [H26.1.28] 

・ＰＫＧのノンカスタマイズ導入を行うためには、選考会への業務担当職員の
参加は必須。（当事者意識を高める効果） 



４ー（１） 情報関連経費の削減 
１ 全体経費 

 ６市町村の基幹系業務システムの５年間経費               
   

 ２ 調達外経費 
   今回の調達では、①ブラックボックス化しているもの、②仕様統一ができな 
 いもの、③共同利用が困難と考えられるものについては、調達の対象範囲外と 
 した。 
  ①・・・外部システム連携、既存システムからのデータ抽出 
  ②・・・外部ネットワーク、アウトソーシング（データエントリー、大量帳票 
       出力、圧着・封入封緘、搬送）、マイナンバー対応等 
  ③・・・上下水道  

                  
  約２２億円        
  ⇒ 約１４億円           
  【約８億円 
  （３割強）の削減】 
 

単位：億円 

  5年試算 クラウド   

市町村名 現行経費 利用料 削減率 

A 9.2  5.7  38% 

B 4.0  2.5  38% 

C 2.5  1.8  28% 

D 2.4  1.7  29% 

E 2.4  1.4  42% 

F 1.1  0.8  27% 

合計 21.6  13.9  36% 

・均等割：人口割＝３：７ 
・最低３割削減を保障したうえで、現行シス
テムの解約により発生する違約金を考慮。 
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４ー（２） 業務の標準化・効率化（独自ルールの見直し） 



４－（３） 耐災害性の強化（民間データセンターの活用） 

１ メリット  
 ○耐災害性の強化 
    ・ハザードマップ等の情報を基に安全な場所に立地されている。 
    ・震度６以上の耐震性能の有する。 
   ・消火設備、落雷対策設備、防水設備、非常灯設備等が備えられている。 
   ・24時間365日の空調管理ができている。 
   ・停電時でも、復旧するまで必要な時間電源供給ができる非常用発電装置を備えている。 

 ○情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化 
   ・入退館の管理体制（外部からの進入防止、入退室制限）がとられている。 
   ・構内の各所で監視カメラが作動している。 
   ・センター内のサーバは、ラック搭載で施錠管理されている。 

    

２ デメリット  
 ○情報漏洩への懸念 
   ・外部のデータセンターで住民情報等が管理されることにより、委託先職員等による情報 

    漏洩のおそれがあるのではないか。 

 ○ブラックボックス化によるより強固な囲い込みへの懸念 
 ・自治体職員が容易に立ち入ることのできないデータセンターで情報システムが管理される 
    ことから、情報システムのブラックボックス化が一段と進み、ベンダーによるより強固な  
  囲い込みが行われるのではないか。 
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４－（３） 耐災害性の強化（外部ネットワークの二重化） 

データセンター 
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【メリット】 
①比較的安価である。 
②市町村の新規参加、途中離脱
に柔軟に対応できる。 
【課題】 
 大地震に耐えられるか？ 
           → ＢＣＰ必要。 



４－（４） 新たな住民サービスの提供 

１ コンビニ収納 
   
  ・６市町村においてコンビニ収納を実施。 

２ 住民票のコンビニ交付 
  
  ・１市において実施を検討中。 
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 ５.実施体制 
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１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

入善町 H27.04 H27.03 H27.04

（H27.01）

朝日町 H27.04 H27.03 H27.04

（H27.01）

舟橋村 H27.04 H27.03 H27.04

（H27.01）

射水市 H27.07 H27.06 H27.07

滑川市 H27.07 H27.06 H27.07

上市町 H27.07 H27.06 H27.07

基
幹
系

平成２５年度
（２０１３年度）

平成２６年度
（２０１４年度）

平成２７年度
（２０１５年度）

平成２８年度
（２０１６年度）

平成２９年度
（２０１７年度）

平成３０年度
（２０１８年度）

（NW機器対応）

基幹・
内部
の別

市町村
名

導入タイ
ミング

現行稼働
満了想定

クラウド
開始

（情報連携対応）

区分

平成２５年度
（２０１３年度）

平成２６年度
（２０１４年度）

平成２７年度
（２０１５年度）

平成２８年度
（２０１６年度）

平成２９年度
（２０１７年度）

平成３０年度
（２０１８年度）

　自治体クラウド全体スケ
ジュール

　番号制度スケジュール

　番号制度システム対応

（付番対応）

（番号利用対応）

検討ＷＧ
調

達

▲番号法成立 (5月24日) H27.4～

住基NW仮運用

H27.10～

付番・通知

H28.1～

個人番号利用・個人番号カード公布

H29.1～

情報連携(情報提供NW、ﾏｲﾎﾟｰﾀﾙ利用開始）

H29.7～

H27当初予算化 H28当初予算化

(H27.4) 個人番号対応の住基ネット稼働

(H27.4～9) 住民票に個人番号を仮記載

システム

対応①

システム

対応③

システム

対応②

整備
(H27.10)  個人番号を住民票に記載

(H27.10)  中間サーバー設置

(H28.1)    個人番号・法人番号を各業務で利用開始

省庁間等の

情報提供ネットワークシステム接続
符号

取得

当初予算化

NW・機器構成等検討 NW・機器等設定・設置 情報連携NW運用テスト
市町村間

連携稼働(H29.7)

現 行

P
I
A

P
I
A
対
応

クラウド移 行

現 行

クラウド移 行

現 行

クラウド移 行

仕様

確定 二重投資

現 行

クラウド移 行

現 行

クラウド移 行

村

現 行

クラウド移 行

６ー（１） 基幹系（住民記録等）システム移行スケジュール 
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・住基ネットの連
携テスト開始前に
クラウド移行がで
きること。 



６ー（２） 作業詳細スケジュール 
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